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平成２６年度 政府予算案（大阪府関係）の決定内容（概要） 

平成 26 年 1 月 22 日 

 大  阪  府 

注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

主要最重点項目 

１．大都市圏の成長を通じた日本の 

再生 

（１）大阪都市圏の競争環境の整備 

◇ 国家戦略特区を核とした大阪の競

争力強化 

 ・都市の再生と産業活性化を図るため 

  の制度創設、規制緩和 

 

 

 

 

 

◆予算項目以外の状況 

・国家戦略特区について、大阪府市共同でプロジェクト提案（23 事業）、アイデア提案（4 項目） 

・医療、都市再生等の規制改革を盛り込んだ国家戦略特別区域法は１２月７日成立。特区における設備投資減税

などの税制内容案決定（税制大綱）。今後内閣府に諮問会議を設置し、区域指定及び区域方針を決定（１月下

旬以降） 

◇ 大阪駅前の大規模再整備（うめきた

地区） 

 ・新たな制度創設、財政的支援 

◆予算措置等の状況 内閣府、国土交通省 

○地下化・新駅設置などの基盤整備、防災機能を備えた大規模な緑地整備を円滑に進めるための事業費の確保・

補助制度の拡充については、一定予算措置 

○鉄道・運輸機構所有地の更地化後の土地を一時期間保有する制度の創設については、現在、現行法制度の枠組

みでの対応について検討中 

◇ 統合型リゾート（IR）の法制化 

 ・地方意見を踏まえた早期法制化 

◆予算項目以外の状況 

平成２５年１２月、臨時国会において議員提案された（次期通常国会にて審議される予定） 

◇ 国際戦略総合特区に係る一層の環

境整備 

 ・法人税等の優遇措置の拡充 

 ・規制・制度の特例措置 

 ・税制・財政・金融上の支援措置 

 ・柔軟な計画変更 等 

◆概算要求の状況 内閣府 

「総合特区制度」の推進             〔全〕１２０．３億円 

                   （Ｈ２５：〔全〕１２７．２億円）

○総合特区推進調整費              〔全〕  １１５億円 

（うち優先課題推進枠２８億円）

                   （Ｈ２５：〔全〕  １２４億円）

 

〔全〕９９．7 億円 

 

〔全〕９５億円 

（うち優先課題推進枠８億円） 

◆予算項目以外の状況 

・「関西イノベーション国際戦略総合特区」の事業認定件数は全国最多の 43 プロジェクト・73 件（第 8 回計

画認定時点（11/29）） 

・「関西イノベーション国際戦略総合特区」の指定エリアは９地区 53 箇所（総合特区の指定（H23.12）以降、

2 回区域を追加） 

・平成 26 年度税制改正大綱において総合特区の税制上の支援措置の適用期限延長（～H28.3.31）が決定 

 ⇒ 租税特別措置法改正予定 

・PMDA-WEST に係る人材育成や研

究基盤への支援等 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○革新的な製品の実用化を促進するための審査・安全対策の充実・強化 

 ・PMDA-WEST の体制整備を含めた薬事戦略相談の充実 

〔全〕４．１５億円の内数 

  （Ｈ２５：〔全〕１．３４億円の内数）

 

 

 

〔全〕３億円の内数 

 

◆予算項目以外の状況 

H25.10 PMDA-WEST として、独立行政法人医薬品医療機器総合機構関西支部を設置 

・BNCT の成長戦略への位置付け、医

療研究拠点形成等 

◆概算要求の状況 健康・医療戦略推進本部（文科省 厚労省 経産省） 

医療分野の研究開発関連予算要求 

 計２，２６０億円（再編）

（文８９８、厚１，０６９、経２９２）

 

 

計１，９５５億円 

（文 770、厚 931、経 254） 

◆予算項目以外の状況 

・国の健康・医療戦略（平成 25 年 6 月 14 日）において、日本版 NIH を創設し、医療分野の研究開発の推進

に取り組むこととされ、その一つとして、BNCT の研究開発を位置づけ 

・「医療分野の研究開発関連予算の要求の基本方針（平成 25 年 8 月 8 日）」において、健康・医療戦略推進本

部による一元的な予算配分調整の進め方が示され、重点化すべき研究分野に「BNCT の研究開発」を位置づけ 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇ 地方独立行政法人に対する非課税

措置の拡充 

 ・非課税措置の統合法人への適用 

◆予算項目以外の状況 

 平成 26 年度税制改正の大綱に盛り込まれ、平成 25 年 12 月 24 日閣議決定。 

◇ 新港務局設立に向けた制度改正 

 

◆予算項目以外の状況 

新港務局設立に必要な法改正は、実現していない。 

（２）都市基盤整備等の強化 

◇ 国際拠点空港としての関西国際空

港の機能強化 

 ・基本方針に基づく施策の推進 

 ・コンセッションに必要な環境整備 

 ・補給金等 

 ・高速鉄道アクセス 

◆概算要求の状況 国土交通省   

○ＬＣＣネットワーク拡充に必要な環境整備（建設予定の新ターミナルに設

置するＣＩＱ施設の設計調査費）          〔国〕０．４２億円

                            （新規）

 

○新関西国際空港株式会社への補給金          〔国〕２０億円 

                      （Ｈ２５：〔国〕４０億円）

 

 

〔国〕０．４３億円 

 

 

〔国〕２０億円 

◆予算項目以外の状況（税制改正） 

○コンセッションの実現に向けた税制 

 ・コンセッションの設定に係る登録免許税の税率を 1,000 分の 0.5（本則 1,000 分の 1）に軽減する。 

                                          【登録免許税】 

 ・コンセッションの対価について合理的な期間配分法で益金認識する  【法人税・法人住民税・事業税】 

 

○新関西国際空港株式会社、関西国際空港土地保有株式会社に係る資本割の課税標準の特例措置の延長 

 ・資本割の課税標準について資本金等の額から一定割合を乗じた額を控除（5/6 を控除）する特例措置の 

適用期限を５年間延長する（H３０年度まで）                     【事業税】 

◇ 国際コンテナ戦略港湾阪神港の機

能強化 

 ・特区に係る規制緩和等 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○港を核とした国際コンテナ物流網の強化       〔国〕５３６億円 

うち公共５１０億円 

                           非公共２６億円 

（国際コンテナ戦略港湾（阪神港、京浜港）の機能強化  Ｈ２５：〔国〕400億円） 

 

〔国〕４４６億円 

 

◆予算項目以外の状況（新規制度） 

・国際コンテナ戦略港湾の港湾運営会社に対する集貨支援制度及び国の出資制度の創設 

・国際コンテナ戦略港湾背後に立地する物流施設の整備に対する支援の拡充 

◇ 都市圏高速道路の運営に係る新た

な仕組みの構築 

 ・料金体系の一元化・ミッシング 

リンクの解消・適切な維持管理 

 ・これらのため受益者負担の原則のも

と、償還期間延長に向けた制度改正

等の取組 

 

◆概算要求の状況 

地方向け補助金等公共事業関係予算 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（通常分）    〔全〕１兆  ５５８億円 

                 （Ｈ２５：〔全〕  ９，０３１億円） 

 

 

〔全〕９，１２４億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・Ｈ２５年６月、国土交通大臣の諮問機関である国土幹線道路部会の中間答申において、大都市圏において管理

主体を超えたシームレスな料金体系を目指すことや、大都市圏環状道路の整備などネットワーク緊急強化の必

要性、更新のための料金徴収期間延長の方向性等が明記。 

・この中間答申を受け、平成２５年９月、阪神圏の高速道路料金体系を検討する国と地方の検討会において、Ｈ

２９年度当初を目途に阪神都市圏高速道路の料金体系一元化を実現することを確認しており、具体的な検討を

進める。 

・高速道路の更新については、更新投資に伴う料金徴収の継続が、政府予算案の中で新規制度として位置付け。 

・なお、淀川左岸線延伸部については、Ｈ２５年１月より環境影響の予測、評価を実施中 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

２．成長と安全・安心を支える国の形

づくり 

（１）防災・減災の推進と双眼型の国

土構造 

◇ 大規模災害等への対応 

 ・対策大綱の早期策定 

 ・新たな知見に基づく各対策の実施 

方法の明確化・財政措置・法改正等 

◆概算要求の状況 内閣府 

地震対策の推進                  〔国〕２．６２億円 

                    （Ｈ２５：〔国〕２．８億円） 

 

〔国〕２．６２億円 

 

◆予算項目以外の状況 

被害想定の見直し検討 

 H23.3.30 南海トラフの巨大地震による最大クラスの地震動・津波高さの第一次報告を公表 

 H24.8.29 地震動・津波高さの第二次報告、および死者数等の直接被害想定を公表 

 H25.3.18 南海トラフ巨大地震によるライフライン被害、交通施設被害、被害額などの被害想定を公表 

 H25.5.28 南海トラフ巨大地震対策についての最終報告を公表 

◇ 災害に強い都市づくりの推進 

 ・社会資本整備総合交付金等の所要額

の確保 

・既存制度の拡充 

・助成制度の創設による財源措置等 

 

◆概算要求の状況 

地方向け補助金等公共事業関係予算 国土交通省 

○社会資本整備総合交付金（通常分）     〔全〕１兆  ５５８億円 

                 （Ｈ２５：〔全〕  ９，０３１億円）

○社会資本整備総合交付金（全国防災枠）       〔全〕 ８６億円 

                     （Ｈ２５：〔全〕１０３億円）

○防災・安全交付金             〔全〕１兆２，２２７億円 

                  （Ｈ２５：〔全〕1 兆  ４６０億円）

 

 

〔全〕９，１２４億円 

 

〔全〕７８億円 

 

〔全〕1 兆８４１億円 

◆予算項目以外の状況 

・国土強靭化基本法、南海トラフ巨大地震対策特別措置法、首都直下地震対策特別措置法が成立。 

・予算編成の基本的な考え方として「上記３法の成立等を踏まえ、インフラの老朽化や事前防災対策を強化」が

示され、防災・減災、老朽化対策において、交付金の対象事業が拡充 

 【拡充された主な事業】 

海岸保全施設の津波・高潮対策、耐震・液状化対策 

砂防施設や海岸保全施設、公園施設等の長寿命化対策 など 

※建築物の耐震化、密集市街地の整備等が国土強靭化政策大綱に位置づけ。ただし、制度創設・拡充等（補助率・

起債充当率の嵩上げ等）については、要望が反映されていない。 

◇ 首都圏での大災害への対応 

 ・首都機能の代替を担うバックアッ 

プエリアに大阪・関西を位置付け 

◆概算要求の状況 内閣府 

○社会全体としての事業継続体制の構築       〔国〕０．６億円 

                      （Ｈ２５：０．６５億円） 

 

〔国〕０．６２億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・「首都直下地震対策特別措置法」が成立（平成２５年１２月） 

・首都直下地震等に関する政府全体の業務継続計画（政府ＢＣＰ）等について検討中（12 月 19 日に案を公表） 

◇ 双眼型国土構造への転換に向けた

国土政策・産業政策の展開 

 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○新たな「国土のグランドデザイン」の構築等    〔国〕３．５５億円 

                     （Ｈ２５：〔国〕３．９３億円）

・国土のグランドデザインの具体化戦略づくり  内数１．８２億円（新規）

・首都機能の移転に関する調査            〔国〕０．１億円 

                       （H２５：０．１３億円）

○大規模災害に備えた国土形成に資する総合交通体系の確保 

〔国〕０．１８億円（新規） 

 

〔国〕２．７３億円 

 

内数１．３４億円 

〔国〕３．８３億円の内数 

 

 

〔国〕０．１４億円 

◇ 実効性のある新たな大都市圏法制

度の早期創設 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

○大都市戦略検討調査経費 

 （持続可能な大都市圏形成に係る検討調査経費）   〔国〕０．７億円 

（Ｈ２５：〔国〕０．８億円）

 

 

※〔国〕２７．６億円の内数 

※都市局行政経費 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇ 双眼型国土構造における広域交通

インフラの確保 

 ・リニア中央新幹線、北陸新幹線 

 ・新名神高速道路 

 

◆概算要求の状況 国土交通省 

（１）中央新幹線に関する調査           

○超電導技術高度化等の技術開発           〔国〕２．３億円 

                     （Ｈ２５：〔国〕２．６億円）

（２）北陸新幹線等の整備              〔国〕８２２億円 

                     （Ｈ２５：〔国〕７０６億円）

 

 

〔国〕２．３億円 

 

〔国〕７２０億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・H26 税制改正大綱において、ＪＲ東海の用地の取得にかかる不動産取得税と登録免許税が非課税となること

が盛り込まれた。 

・新名神高速道路については、事業主体である西日本高速道路㈱が、高槻～神戸間では工事等を、八幡～高槻間

では設計等を実施中。 

（２）分権型の国の形への転換 

 ① 国と地方の役割分担のあり方 

◇ 税財源自主権の確立と国庫補助負

担金等改革 

 ・税財源の移譲、課税自主権の充実、

国庫補助負担金等の廃止、一般財源

総額の確保 等 

 ・臨時財政対策債への交付税率引上げ

による対応、地方法人特別税の廃止 

 

 

◆概算要求の状況 

地方交付税 総務省            〔全〕１６兆７，６１５億円 

                  （Ｈ２５：〔全〕１７兆  ６２４億円）

○地方一般財源総額見込み６０.６兆円程度（Ｈ２５：６０．０兆円程度） 

○一般会計からの別枠の加算（９，５００億円）等を行う。なお、財源不足

の補填については、平成２５年度までに講じていた方式と同様の方式と仮

置きして積算 

〇平成２６年度においては、引き続き巨額の財源不足が生じ、平成８年度以

来１９年連続して地方交付税法第６条の３第２項の規定に該当することが

見込まれることから、同項に基づく交付税率の引上げについて事項要求 

○臨時財政対策特例加算（３兆４，７２１億円）を前年度同様に実施 

 

〔全〕１６兆８，８５５億円 

 

〔全〕６０兆３，５７７億円 

〔全〕   ６，１００億円 

 

 

 

 

 

〔全〕 ２兆６，４３８億円 

◇ 社会保障制度の見直し・構築におけ

る地方との協議等 

・後期高齢者医療制度・国民健康 

保険制度 

 ・障がい者総合支援制度 

 ・介護保険制度 

 ・子ども・子育て支援新制度 等 

◆予算項目以外の状況（各制度の検討状況等） 

 H24.2 「社会保障・税一体改革大綱」閣議決定 

Ｈ24.４ 介護報酬改定（1.2％引き上げ）、障害福祉サービス等報酬改定（2.0％引上げ） 

H24.6 障害者自立支援法の改正法として「障害者総合支援法」成立（H25.4.から段階的に施行） 

H24.8 社会保障・税一体改革関連８法成立（子育て・年金・税政） 

H24.11～H25.8 社会保障制度改革国民会議開催（年金・医療保険・介護・少子化） 

H25.8 国民健康保険制度の保険者の都道府県移行や介護サービスの効率化・重点化などを内容とする 

社会保障制度改革国民会議報告書をとりまとめ、「法制上の措置」の骨子を閣議決定 

H25.12 「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」成立 

② 地方分権改革の推進 

◇ 全国の先駆けとなる改革の具体化 

・地方分権型道州制の実現に向けた取

組  

・国の出先機関の地方移管、ハローワ

ークの移管 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省  

○ハローワークの求人情報の開放        〔全〕１３億円（新規） 

 

〔全〕１３億円 

◆予算項目以外の状況 

地方分権型道州制の実現に向けた取組 

・道州制推進基本法案が H26 通常国会に議員提案される可能性がある。 

国の出先機関改革 

・国の特定地方行政機関の事務等の移譲に関する法律案（広域連合への丸ごと移管）については、平成 24 年

11 月の閣議決定後動きはないが、これとは別に平成 25 年 4 月に設置された地方分権改革有識者会議で国出

先機関の事務・権限の移譲について検討が行われ、国出先機関の事務・権限の一部（48 事項）を地方へ移管

する方針が閣議決定された（H25.12.20）。 

・H25.9.2 大阪府とハローワークの一体的実施（OSAKA しごとフィールド）を開始 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（３）新たなエネルギー社会の構築に

向けたエネルギー政策の推進 

◇ エネルギー政策の基本方針の策定

と施策の推進 

◇ 電気料金の値上げ抑制と電力シス

テム改革の推進 

 

◆概算要求の状況 

エネルギーの生産（調達） 経済産業省 

○再生可能エネルギーの最大限の導入       〔全〕１，９８１億円 

                   （Ｈ２５：〔全〕１，２２１億円）

 

エネルギーの消費 経済産業省 

○エネルギーコスト低減につながる「省エネ投資」の加速化 

  〔全〕２，２８８億円 

（Ｈ２５：〔全〕１，２６７億円）

○燃料電池の利用拡大              〔全〕  ３９７億円 

（Ｈ２５：〔全〕 １１８億円）

○新しいエネルギーマネジメントモデルの確立   〔全〕  ３２９億円 

                    （Ｈ２５：〔全〕 １１１億円）

 

再エネ・減エネによる低炭素社会の実現 環境省 

○再生可能エネルギーによる自立・分散型 

低炭素エネルギー社会の創出            〔全〕４３５億円 

                     （Ｈ２５：〔全〕３２９億円）

 

 

〔全〕１，３６４億円 

H25 補正：２８０億円 

 

 

 

〔全〕１，５６５億円 

H25 補正：３２５億円 

〔全〕１４９億円 

H25 補正：２００億円 

〔全〕１１６億円 

 

 

 

 

〔全〕３８９億円 

H25 補正：６億円 

◆予算項目以外の状況 

H25.4～５ 関西電力が電気料金値上げ 

H25.4.２ 「電力システムに関する改革方針」閣議決定 

Ｈ25.11.3 電力システム改革に係る「電気事業法の一部を改正する法律」成立 

Ｈ25.12.13 経済産業省総合資源エネルギー調査会基本政策分科会が「エネルギー基本計画」案とりまとめ 

◇ 原子力発電に関する安全性の確保 

  

◆概算要求の状況 

原子力規制・防災対策 原子力規制委員会 

○原子力規制の更なる高度化              〔全〕４２億円 

（Ｈ２５：〔全〕１４億円）

 

 

〔全〕３３億円 

 

◆予算項目以外の状況 

Ｈ24.9.19   原子力規制委員会が発足 

Ｈ25.7.8   新規制基準施行 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

最重点項目 

１．セーフティネットの整備 

◇ 福祉医療費公費負担制度の創設、地

方単独事業に対する国庫負担金減額

措置の廃止 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

○市町村の国民健康保険助成に必要な経費   〔全〕３兆３，８７１億円 

                 （Ｈ２５：〔全〕３兆２，９３２億円）

○国保組合の国民健康保険助成に必要な経費    〔全〕３，２０１億円 

                   （Ｈ２５：〔全〕３，１３５億円）

 

〔全〕３兆３，４９７億円 

 

〔全〕３，０６０億円 

◇ 難病対策の推進 

 ・特定疾患治療研究事業における 

国庫補助の法制化 

 ・支援活動拠点の整備等 

 ・肝炎治療特別促進事業における 

財政負担 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

特定疾患治療研究事業                〔全〕４４０億円 

                     （Ｈ２５：〔全〕４４０億円）

肝炎治療特別促進事業                〔全〕１００億円 

                     （Ｈ２５：〔全〕１００億円）

 

〔全〕６０８億円 

 

〔全〕１００億円 

◇ 救急医療・周産期医療等の充実、 

医師養成と地域別・診療科目別偏在是

正対策の推進 

◇ 救急医療等に係る診療報酬の効果

検証及びその見直し 

 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

地域医療確保対策 

○地域医療支援センターの整備の拡充          〔全〕１３億円 

                      （Ｈ２５：〔全〕９．６億円）

○女性医師の離職防止・復職支援       ※〔全〕１７１億円の内数 

                 （Ｈ２５：※〔全〕２２７億円の内数）

                   ※医療提供体制推進事業費補助金 

救急・周産期医療などの体制整備 ※〔全〕24.5 億円及び 171 億円の内数 

                 （Ｈ２５：※〔全〕２２７億円の内数）

                   ※医療提供体制推進事業費補助金 

○救急医療体制の充実 

○周産期医療体制の充実 

災害医療体制の強化                 〔全〕２．２億円 

                      （Ｈ２５：〔全〕２．１億円）

 

 

新たな財政支援制度の創設 

※官民を対象とした財政支

援 602 億円の内数とし

て措置 

 

〔全〕9.3 億円及び 151 億円

の内数 

 

 

 

〔全〕２．１億円 

◇ がん検診に対する財源措置、がん診

療拠点病院指定制度の見直し 

 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

がん検診推進の強化                〔全〕５３．３億円 

                    （Ｈ２５：〔全〕７７．６億円）

○がん検診推進事業                〔全〕３６．６億円 

                    （Ｈ２５：〔全〕７２．６億円）

がん診療連携拠点病院機能強化事業         〔全〕４６．５億円 

                    （Ｈ２５：〔全〕３３．３億円）

 

〔全〕３１．３億円 

 

〔全〕２６．４億円 

 

〔全〕３９．７億円 

◇ 児童相談所等における職員配置基

準等の見直し 

 

◆概算要求の状況 厚生労働省 

児童虐待防止対策の推進、社会的養護の充実     〔全〕９８８億円 

                     （Ｈ２５：〔全〕９６８億円）

 

〔全〕１，０３２億円 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

２．誰もが安心して暮らせる大阪の 

実現 

（１）子どもの「学び」と「はぐくみ」

を支える教育施策等の充実 

◇ 教職員定数の改善 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

義務教育費国庫負担金            〔全〕１兆５，４０４億円 

                 （Ｈ２５：〔全〕１兆４，８７９億円）

教職員定数の改善                    ３，８００人 

○少人数教育の推進                   ２，１００人 

・少人数学級の推進（３６人以上学級の解消） 

・ティームティーチングや習熟度別指導の推進 

○個別の教育課題への対応                １，６００人 

・小学校の理科教育の充実（専科教育）            ３００人 

・小学校英語教科化への対応                 １００人 

・道徳の新たな枠組みによる教科化への対応          ２００人 

・いじめ問題への対応（養護教諭を含む）           ４００人 
・特別支援教育の充実                     ５００人 
・食育の充実                        １００人 

○学校力の向上                       ９００人 
・主幹教諭の配置促進                    ２００人 
・初任者研修の抜本的改革                  １００人 
・学校統合の支援                      ３００人 
・複式学級の解消等                     １００人 
・免許外教科担任の解消                   １００人 
・事務機能の強化                      １００人 
 

             ※既存の定数▲８００人を振替等により見直し 

 

〔全〕1 兆５，３２２億円 

 

▲１０人 

— 

 

 

５６４人 

— 

９４人 

２３５人 

 

２３５人 

— 

１３９人 

— 

— 

１００人 

— 

— 

— 

※学校運営の改善 ３９人 

▲７１３人統合減・合理化減 

◇ 就学支援金制度の拡充、高校生修学

支援基金等への財源措置 

◇ 公立高等学校の授業料無償制の慎

重な検討 等 

 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

高校授業料の無償化の見直し           〔全〕事項要求 

                   （Ｈ２５：〔全〕３，９５０億円）

○高等学校等就学支援金等            〔全〕事項要求 

・公立高等学校授業料不徴収交付金  （Ｈ２５：〔全〕２，３４５億円）

・高等学校等就学支援金       （Ｈ２５：〔全〕１，６０５億円）

 ※低所得者世帯への支援の充実や、公私間格差の是正等を図るため、所得

制限を導入する。 

 ※平成 26 年度から公立高校等の授業料不徴収制度を高等学校等就学支援

金制度に一本化し、高校等に在籍する生徒等に対して高等学校等就学支

援金を支給することにより、家庭の教育費負担を軽減する。 

 ※H25.12.4 公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支

援金の支給に関する法律の一部を改正する法律が公布（H26.4.1 施行）

 

○その他の高校生等への修学支援 

 ・特別支援教育就学奨励費の充実 

 ・海外の日本人高校生への支援 

 ・学び直しへの支援 

 ・家計急変世帯への支援 

 

奨学のための給付金 

 ※低所得世帯の高校生等の教育費負担を軽減するため、高等学校等就学支

援金制度への所得制限導入により捻出する財源を活用して、奨学のため

の給付金を創設する（都道府県に対する補助事業：補助率１／３） 

 

高校生修学支援基金の積み増し          〔全〕事項要求 

○高等学校等授業料減免事業等支援臨時特例交付金 

 ※経済的理由にかかわらず私立高校生等が学業を継続できるよう、各都道

府県が実施する授業料減免及び奨学金等の就学支援事業を支援するた

め、「高校生修学支援基金」を積み増し 

 

〔全〕３，８７６億円 

 

〔全〕３，８６８億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔全〕８億円 

 

 

 

 

 

〔全〕２８億円 

 

 

 

 

H25 補正：〔全〕１９８億円 

 



 

8 ／ 9 

 

 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

◇ 学校施設（私立学校を含む。）の耐

震化に向けた補助制度の拡充 

 

◆概算要求の状況 文部科学省 

公立学校施設の耐震化の推進等          〔全〕２，８０１億円 

                   （Ｈ２５：〔全〕１，２７１億円）

                  （H24 補正：〔全〕１，８８４億円）

私立学校施設等の耐震化の促進            〔全〕２７４億円 

                     （Ｈ２５：〔全〕１２４億円）

                     （補 正：〔全〕１５３億円）

（公立学校施設における対象事業） 

・校舎等の耐震化及び非構造部材の耐震対策等の防災対策 

・老朽化した施設の長寿命化対策 

・教育内容等の変化に対応する整備 

（私立学校施設等における対象事業） 

・校舎等の耐震改築（新規） 

・耐震補強 

・非構造部材や備蓄倉庫、太陽光発電、自家発電設備等の防災機能強化のた

めの整備 等 

 

〔全〕１，２７１億円 

Ｈ25 補正：〔全〕1,506 億円 

 

〔全〕１１０億円 

耐震改築事業 ６０億円 

復興特別会計 ５０億円 

（２）安心して暮らせる大阪に向けた

環境整備 

◇ ＰＭ2.5 対策の強化 

 ・健康影響に関する情報発信 

 ・対策の確立、常時監視体制の充実に

向けた財政支援措置 等 

 

◆概算要求の状況 環境省 

微小粒子状物質（PM2.5）及び光化学オキシダントの総合的な対策の推進   

〔全〕６．３億円 

                     （Ｈ２５：〔全〕２．４億円）

（１）モニタリングの充実 

（２）発生源の把握・生成機構の解明 

（３）シミュレーションモデルの高度化 

（４）効果的な対策の検討・実施 

（５）自動車に起因する PM2.5 等の排出量調査 

 

 

〔全〕６．０億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・H25.11.13  国の専門家会合（第 5 回）による PM2.5 の注意喚起暫定指針の運用改善策の提示 

・H25.11.28 環境省水･大気環境局長から指針の運用改善について通知 

◇ いわゆる健康食品の機能性表示に

係る制度改革 

 ・機能性表示の認証制度の構築 等 

 

◆概算要求の状況 消費者庁 

食品表示の充実                  〔国〕１．６億円 

（Ｈ２５：〔国〕０．６億円）

・栄養表示の具体的ルール策定のための検討 

・一般健康食品の機能性表示を可能とする仕組みの整備に向けた調査等 

 

〔国〕２．１億円 

 

◆予算項目以外の状況 

・H25.6.5 規制改革会議答申：「いわゆる健康食品をはじめとする保健機能を有する成分を含む加工食品及び農

林水産物について、機能性の表示を容認する新たな方策をそれぞれ検討し、結論を得る」 

・H25.6.14 閣議決定「規制改革実施計画」：平成 25 年度検討、平成 26 年度結論・措置（所管：消費者庁、

厚生労働省、農林水産省）とされている。（H25.9.5 時点情報） 

◇ 総合的な性犯罪の再犯防止対策の

推進 

◆予算項目以外の状況 

・H25.12.10 犯罪対策閣僚会議決定「「世界一安全な日本」創造戦略」に「再犯を防止するために効果的な施

策について検討」が位置づけられた。 
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注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース 

要望・提案事項 概 算 要 求 状 況 等 予 算 内 容 等 

（３）「安全なまち大阪」を確立するた

めの警察基盤の充実・強化 

◇ 装備資器材の整備、警察官の増員等 

 

◆概算要求の状況 警察庁 

警察基盤の充実強化                

○装備資機材・警察施設の整備充実        〔全〕４１５．０億円 

                    （Ｈ２5：〔全〕2７８．5 億円） 

・現場執行力の強化                             〔全〕１７６．６億円 

                    （Ｈ２5：〔全〕 ４１．７億円） 

客観証拠重視の捜査のための基盤整備 

○科学警察研究所における研究・鑑定基盤の整備   〔全〕１０．７億円 

                    （Ｈ２５：〔全〕１０．２億円）

サイバー空間の脅威への対処 

○対処能力の向上                 〔全〕１５．４億円 

                    （Ｈ２５：〔全〕１１．９億円）

テロ対策と大規模災害対策の推進 

○大規模対策の推進                〔全〕５９．３億円 

                    （Ｈ２５：〔全〕 ４．９億円）

 

 

〔全〕３１６．６億円 

 

〔全〕１０１．４億円 

 

 

〔全〕１１．０億円 

 

 

〔全〕１５．１億円 

 

 

〔全〕１３．４億円 

 


